

















































会主権」とコモン・ローの下での「市民的自由 civil liberties」の保障） → （3）
18世紀末アメリカ・フランスの成文憲法（権力の抑制と人権保障＝近代立憲
マグナ・カルタと六角氏式目（水林）　　181
秩序） → （4）1948年「世界人権宣言」と各国戦後憲法→ （5）1950年署名
「欧州人権条約」 → （6）1966年署名「国連社会権規約・自由権規約」 → （7）
1969年署名「米州人権条約」〉。私たちの日本国憲法は、この中の（4）の
「各国戦後憲法」の一つであります。すなわち、「各国戦後憲法」とは、フ































































































































































































































































































56 ウエールズ人の権利 1 ジョン王が、ウエールズ人から、その同輩の合法的裁判なしに奪った土地・財産
は、ただちに返還される。
57 ウエールズ人の権利 2 先帝（父ヘンリー 2 世、兄リチャード）が上記と同様のことをした場合も、同じ。













































































































































































































































































































































































































































202　　早法 92 巻 3 号（2017）
貢未納分はないものとすべきである。代官などの側から職を辞任する
場合は、年貢未納分をないものとしてはならない。













28％）、③ A 型と B 型の文章がまじっている条文数は13箇条（約19％）、④






































204　　早法 92 巻 3 号（2017）
Ⅰ　宗教
① ② ③ ④ ⑤
宗教 1 神社・仏寺関係訴訟 A 神社・仏寺の訴訟は、早く受理し、祭礼・修理・興隆などのことを速やかに「可被仰付」。





3 知行地および寺庵・与力・被官 A 観音寺騒動以前の所領支配は現在も「不可有相違」、押領・代官などの年貢懈怠は「被退之、如
元可有知行事」。








6 大名祖先の廟所・祈願所など A 大名の祖先の廟所などを、坊主が他人に譲与・売却したことがあったが、それは「可被棄破」。




8 家臣が檀那として支配する寺 A 坊主などが譲与・売却した場合、大名は「可被棄破」。ただし、坊主などが私的に買得した地は
別である。
9 家臣それぞれの寺庵の自律性 B 大名の寺奉行、訴訟の取次役が非分のことを言ってきても、「不可有承引」。





33 諸公事役御免除地 A 古も今もともに、「不可被棄破」。
34 庄例・法度の尊重 A 「不可被棄破」。
35 新儀の諸役・夫役の禁止 A これまで行われていない諸役・夫役は、新たに「不可被仰付」。
36 旧来からの諸役・夫役 A これについて違背する者がいれば、「被任先例、堅可被仰付」。
39 大名が所領に賦課する段銭 A 段銭は以前同様に「可被仰付」。臨時の役儀賦課については、土民百姓に対して御憐憫の情をも
って、「可被相叶」。




47 譲状等の日付の新古 A 「御成敗式目」の規定とは反対に、日付が先の与奪状・譲状を「可被用」。但し、寺院の相続に関
しては例外とし、かねてよりの仕方に従って「可被遂御裁断」。








31 犯罪の深浅と刑罰の軽重の対応 A 犯罪の深浅によって刑罰の「被糺軽重、可被仰付」。
（ 2 ）
各論
30 山賊・海賊・夜討・強盗など A 大名は「可被御成敗」。犯人仲間が返忠（密告）するならば、「被免其咎」、犯人の跡職は密告者
に御褒美として「可給之」。嫌疑をかける時は、「御成敗」の先例にならって、犯行現場の遠近を
「被糺」、「可被仰付」。
41 文書偽造 A 文書偽造は死刑・流刑に「可被処」。文書偽造がない場合、文書偽造だと告訴・告発した者が、
死刑・流刑。
42 文書の写しと正文とが相違の場合 A 法廷に提出した写し（案文）と正文とが相違している場合、写しは無効である。しかし重要では
ない落字・重複はありうることであり、「不可被成反古」。重要な語の落字などは意図的であり謀
書同様である。大名は「御分別」をもって文章を観察し「可被加御成敗」。


































K2 道理への服従 B 道理ある大名の判決には従う。判決の是非について大名からお尋ねがあれば、権勢を恐れず、縁
者・親類だからといって無条件に味方するのでなく、ひたすら道理だと思うことを述べる。
K3 糺明を遂げた判決への服従 B 時間をかけて糺明を遂げた大名の判決には従わねばならない。
K4 道理なき訴訟の取次禁止 B 道理のない主張と知りながら訴訟を執りついではならない。
D2 道理への服従 A 裁判するにあたり、親近の浅深や好悪の感情によって偏頗があってはならない。道理に従わねば
ならない。
37 御糺明なき裁判の禁止 A 御糺明をせず、当事者（被告側）に陳弁の機会を与えずになされる「一方向不可被御判」。
38 代々大名の判決の維持 A 代々の大名の判決は、「不可被棄破」。ただし、その判決が不当であった場合は、後の裁判で「不
可被引用」。





26 訴訟中の土地などの仮差押 A 火急の場合は、期限を定めて「御押可被遣」。火急ではない場合は、双方の言い分を「被聞召、
於其上、可被相押」。一応の御尋もなく「被押置儀、不可在之」。
27 仮差押物件に対する中間狼藉 A 大名によって仮差押がなされたにもかかわらず、これに承服せず、一方当事者 A が物件の用益
を行う（中間狼藉）ような状況において、他方当事者 B が大名に注進するならば、大名はその
実否について「被遂御糺明」、事実であれば、実体法上の理非にかかわりなく、当該土地を他方
当事者 B に「可被付」。B の言うことが虚言ならば、当該物件は A に「可被付」。
28 仮差押物件の扶持申請 A 大名が仮差押した物件上の年貢や山林竹木などを扶持してほしいと願う者がいても、大名は、
「不可被宛行」。




53 催促奉行・御中間（強制執行吏） A 大名の強制執行吏に対して執行を承認せず暴力行為に及ぶものがいる。前々からの「御法」に従
い、「可被加御成敗」。











63 訴訟費用 B 訴訟を提起したとき、原告・被告ともに、各、訴訟銭として 1 貫200文を奉行所に「可相渡」。




45 主従訴論 A 従者が主人を訴えたとしても、大名は「不可被能御許容」。
46 親子・師弟訴論 A 子が親を、弟子が師匠を訴えたとしても、大名は「不可被能御許容」。但し、親・師が道理に背
いていれば、大名は「御思慮・御分別」をもって「御成敗」をなさるべきである。




立法権力 結 家臣団の立法権力 A 式目に追加すべきことが生じた場合、大名はその旨を家臣団に仰せられた上で議定すべきもので
ある。
K1 同上 B 立法の発議は大名、起草は家臣団。
















18 年貢の請取 B 年貢が納入されたならば、請取を「可出之」。
C 領主が請取を出すことを拒むような場合、領民は大名に「可注進」。
A 大名は、請取を出すよう、催促を「可被仰付」。










22 領民の年貢無沙汰の闘争 A 領民たちが年貢・諸成物を無沙汰し、譴責使を受け入れないために実力闘争にでた場合、大名は
「可被加御成敗」。
24 同上 A 庄郷の百姓が年貢を無沙汰し下地を返上することは田畠を荒らす悪行であり、「可被加御成敗」。
ただし、領主が新儀の課役などを懸けているからだと言上するならば、大名は実否を「被聞召
分、可被停止濫務」


















































粧田 （親が女子に与えら田） は 「可為如約諾文書」。文書なき場合、 粧
田は女の生家へ「可返付」。


































闕所 60 闕所 闕所（犯人から没収された土地）については、それぞれの地域で従来
から行われているよう「可為」。
逐電 61 貧窮の領民の逐電 地頭として闕所、「不可有」。失人の主が「可相計」。
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